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１（２）地震（長期予測） 

 

                 「地震（長期予測）」計画推進部会長 西村卓也 

                              （京都大学防災研究所） 

                              副部会長 宍倉正展 

                              （産業技術総合研究所） 

 

大地震の長期予測は、日本国内では地震調査研究推進本部による長期評価という形で実施され、そ

の評価結果は全国地震動予測地図などの形で社会に公表されている。大地震の長期予測は、災害軽減

や防災対策の立案に役立てられることが期待されるが、大地震の発生は極めて低頻度な現象であるた

め、おもに過去の地震の発生履歴に基づいて行われてきた長期予測には大きな不確定性が伴っている。

本部会では、地質・地形データや史料・考古データを活用して地震の発生や地殻変動の履歴を解明す

る手法の高度化を進めるとともに、各地域での調査から過去の履歴データを蓄積して、大地震の予測

精度の向上を目指した観測研究を行う。さらに、これまでは十分に活用されていなかった地殻変動や

地震活動などの地球物理学的観測データや地震発生の物理モデルの利用により、長期予測手法の高度

化を目指した観測研究を行う。以下では、本部会に属する各課題について令和２(2021)年度の成果の

概略と今後の展望について述べる。 

 

１．地震・火山現象の解明のための研究 

（１）地震・火山現象に関する史料・考古データ，地質データ等の収集と解析 

イ．考古データの収集・集成と分析 

1707年の宝永南海地震前後の京都における有感地震の推移について、京都の２か所で記された日記

史料に基づき調査した。どちらの日記史料にも地震直後の約１ヶ月間は有感地震が頻繁に記されてい

るが、地震から１〜数年後には、地震前と同じ年１回程度に減少し、減少後の数年間で見ると、宝永

地震前後で顕著な差は見られないことがわかった。また、日記史料有感地震データベースと気象庁の

震度データベースを比較して、地震の震央候補を推定する手法の改良に取り組み、19世紀中頃に発生

した地震の震央推定に向けた研究を実施した。1855年の安政遠江・駿河の地震と安政米子の地震につ

いて震央の推定を試みた結果、前者の地震は現在の静岡県焼津市域の近傍で発生した内陸地震であっ

た可能性がある。また後者の地震は、米子城での被害が前年（1854年）の嘉永（安政）南海地震によ

る被害であったと考えられ、京都近傍で発生した内陸地震であった可能性がある（東京大学地震火山

史料連携研究機構［課題番号：HMEV02］）。 

 

ウ．地質データ等の収集・集成と分析 

海溝型地震の発生履歴に関する調査としては、引き続き沿岸での津波堆積物や巨礫群を用いた古津

波と、海岸段丘地形や生物痕跡に基づく地震性隆起の評価が行われた。北海道太平洋岸の津波堆積物

について年代測定の追加により、17世紀のイベントだけでなく12世紀のイベントについても、十勝地

域と釧路根室地域とで年代が異なることが示唆された。また、十勝の当縁川河口域において、珪藻分

析から10世紀から18世紀までの地殻変動史を構築し、14-15世紀頃に地震間地殻変動が隆起から沈降

に転じたことと17世紀のイベントの変動量が12世紀と比べて２倍程度大きかったことがわかった（北
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海道大学［課題番号：HKD_01］）。さらに北海道東部において、無人航空機測量や地中レーダー探査

により津波浸水計算の基礎となる古地形の復元が行われた（産業技術総合研究所［課題番号：AIST08］）。 

南海トラフ沿いでは、高知県、愛媛県、宮崎県で津波堆積物調査が実施された（産業技術総合研究

所［課題番号：AIST08］）。南西諸島海溝沿いでは、喜界島で隆起サンゴ調査、宮古島で巨礫の分布

調査がそれぞれ行われた（産業技術総合研究所［課題番号：AIST08］）。琉球列島中部では、台風の

高波起源の巨礫が存在しており、過去に津波が発生していたとしてもこれらの巨礫のサイズ・空間分

布は大幅に変わらなかったと考えられることから、現在の巨礫分布を制約条件とする津波数値計算に

より、既往の津波および地震の規模の上限値を推定した（東京大学大学院理学系研究科［課題番号：

UTS_01］）。 

相模トラフ沿いで発生する関東地震に関連する房総半島南部の沼段丘面に対して、数値標高モデル

（DEM）に基づく海岸段丘面の標高分布をK-meansクラスタリング法を用いて区分する地形解析アルゴ

リズムを構築し、従来の目視ベースの地形判読による段丘区分を見直す結果を得た（Komori et al., 

2020）。また、段丘面形成年代の推定手法の高度化を行い、再堆積効果を定量的に考慮したベイズ推

定を用いて、多くの年代値データから信頼度を含めて年代推定できる手法を開発した（東京大学大学

院理学系研究科［課題番号：UTS_02］、産業技術総合研究所［課題番号：AIST08］）。  

内陸地震の発生履歴に関する調査としては、中央構造線断層帯の讃岐山脈南縁区間鳴門南断層にお

いて三次元的トレンチ調査を実施した。古地震イベントは不確かなものを含めて３回が検出され、最

新イベントは12世紀ないし鎌倉時代以降に生じたと推定される。この結果は、最新活動が16世紀以降

であるとする多くの先行研究と矛盾しないものである（産業技術総合研究所［課題番号：AIST02］）。

2016 年熊本地震の震源断層である布田川―日奈久断層帯については、御船町高木においてトレンチ

調査を行い、2251-1561 calBPと3977-2768 calBPの少なくとも２回のイベントと、トレンチ壁面には

明瞭な痕跡を残していない2016年熊本地震の計３回の断層運動があったことが明らかになった。2016

年熊本地震はほぼ純粋な右横ずれで、それ以前のイベントはそれぞれ右横ずれと東側が低下する変位

が主体であった。このような活動毎に異なる変形様式が見られることは、布田川断層帯と日奈久断層

帯の活動セグメントが重複する地点であることが原因である可能性があり、1900 calBP頃のイベント

は布田川断層帯の活動、3400 calBP頃のイベントは日奈久断層帯の活動であった可能性がある（図１）

（名古屋大学［課題番号：NGY_03］）。糸魚川−静岡構造線活断層系南部周辺では航空レーザ測量(LiDAR)

に基づく数値標高モデルから変動地形の再判読と地表踏査を行い、詳細な活断層の分布が明らかとな

った。これにより明らかになった白州断層においてトレンチ調査を行ったところ、最近２回の断層運

動が確認された。最新活動の上下変位量は１回前のイベントより２倍以上大きい可能性があり、この

違いは、２回の活動が異なる区間で発生し、最新活動ではより長い区間で変位が生じたためである可

能性がある（名古屋大学［課題番号：NGY_03］）。また、日本海沿岸域の島根県西部では、1872年浜

田地震に関する史料および地形・地質調査を実施した。生物痕跡から地震時に１ m程度の隆起が推定

されたが、隆起量にはかなりの地域差があることがわかった（産業技術総合研究所［課題番号：AIST08］、

宍倉・他, 2020）。 

これらの地質データを簡単に検索、表示できるデータベースは、引き続き充実が図られている。産

業技術総合研究所では、活断層及び津波浸水履歴情報を「活断層データベース」「津波堆積物データ

ベース」として整備しており、「活断層データベース」では活断層の断層線や調査地の位置精度の向

上が行われた（産業技術総合研究所［課題番号：AIST01、AIST04］）。 
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（３）地震発生過程の解明とモデル化 

ア．地震断層滑りのモデル化 

変斑レイ岩の摩擦特性のスケール依存性を確認するため、E-ディフェンス施設における大型振動台

を利用して低速～中速域のすべり速度でメートルスケールのガウジ摩擦実験を実施した。そこで得ら

れた実験データを解析し、速度-状態依存摩擦構成則のパラメタが過去の研究成果と調和的であるこ

とを確認した。また4 m長岩石試料を用いた摩擦実験を実施し、増強した測定網により詳細な弾性波

データを収録した(防災科学技術研究所［課題番号：NIED02］）。 

 

（５）地震発生及び火山活動を支配する場の解明とモデル化 

ア．プレート境界地震と海洋プレート内部の地震 

100 kmスケールの地下構造の不確かさを考慮するために、多数の地下構造モデルの候補をアンサン

ブルの形で取り込むことができる断層すべり推定手法を開発し、数値実験により有効性を確かめた

（海洋研究開発機構［課題番号：JAMS01］、Agata et al., 2021）。日本海溝と南海トラフ沿いのプ

レート境界での単位すべりに対する地表での弾性応答のグリーン関数ライブラリを構築した。ライブ

ラリでは、世界測地系で用いられる準拠楕円体や全球でのジオイドモデルと日本列島の地下構造とし

て全国一次地下構造モデルを取り入れており、ユーザが容易に地下構造不均質の影響を考慮して地殻

変動をモデル化できる環境が整備された（海洋研究開発機構［課題番号：JAMS01］、Hori et al., 

2021）。 

基盤的地震観測網で観測された遠地地震波形データの解析から、四国西部下に沈み込むフィリピン

海プレートからの脱水が、その上部のマントルウェッジの蛇紋岩化や深部低周波微動の発生に寄与し

ていることを示した（防災科学技術研究所［課題番号：NIED02］、Shiomi et al., 2021）。 

 

イ．内陸地震 

令和元年度に実施された東北日本を横断する日本海溝から大和堆までの海陸合同構造探査のデー

タを用いて、陸域部における波線追跡法を用いたモデル構築を行った。上部地殻基盤層（いわゆる6 

km/s層）より浅部の構造は、４層の堆積層でモデル化された。各々の速度は、1.6-2.0、1.8-3.5、3.5-

4.5及び4.5-5.5 km/sと推定される。堆積層全体の厚さは、測線東端部を除いて3.5-5 kmで、著しい

変形を示す（図２）（東京大学地震研究所［課題番号：ERI_11］）。様々な観測データや得られた地

震カタログ等を用いて、将来的に大地震の震源域となりうる領域を把握するための研究開発を進めた。

東北地方太平洋沖地震によって東北日本・中部日本の内陸域にもたらされた剪断ひずみエネルギー変

化と地震活動の変化を比較したところ、剪断ひずみエネルギーが増加した地域と東北地方太平洋沖地

震後に地震活動が活発化した地域が良く対応することを明らかにした(防災科学技術研究所［課題番

号：NIED02］）。陸域地殻内地震の地震発生層の下限について、三次元地震波速度構造を使って再決

定した震源に基づくD90（当該地域で発生する地震数の90 %がこれより浅部に存在するという深さ）

とD300 ℃（地下の温度が300 ℃となる深さ）の分布は基本的に同傾向にあることを示した。この結

果は、地震活動が少ない地域における地震発生層下限の評価においては、D300 ℃が一つの指標とな

り得ることを意味する(防災科学技術研究所［課題番号：NIED02］）。 
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オ．構造共通モデルの構築 

 東北日本弧（青森平野・庄内平野・新庄盆地等）、富士川河口断層帯、中央構造線活断層系、琵琶

湖西岸断層帯などで近年取得された反射法地震探査断面について、地質構造解釈・変動地形との整合

性の考察を行い、断層モデルを推定した。また、日本海とその沿岸海域について、反射法地震探査な

どの資料をとりまとめて震源断層モデルを作成した（図３）（東京大学地震研究所［課題番号：ERI_11］）。 

 

２．地震・火山噴火の予測のための研究 

（１）地震発生の新たな長期予測 

ア．海溝型巨大地震の長期予測 

南西諸島海溝沿いでは、沖縄本島南東沖と波照間島沖でそれぞれGNSS—音響測距結合方式による海

底地殻変動観測を実施した。過去の観測データと合わせて地殻変動速度を推定すると、沖縄本島南東

沖では沖縄本島（沖縄ブロック）に対して北に17.0±0.95 mm/yr、西に4.7±0.96 mm/yrの変位速度

が得られた。この結果は、海溝付近のプレート間固着を示唆するものである。一方、波照間島南方沖

の速度は、揚子江プレートに対して南に64.2±11.2 mm/yr、東に25.8±9.8 mm/yrであり、沖縄トラ

フにおける伸張を示す。この伸張の速度は、西表島、波照間島と同程度かそれ以上である。また、約

25 mm/yrの非常に速い沈降も併せて観測され、高速の海溝後退による前弧プリズムの薄化を示唆する

ものであるが、このデータのみで海溝軸付近の固着状態を拘束することは難しい（名古屋大学［課題

番号：NGY_02］）。 

南海トラフ沿いの海溝型巨大地震を引き起こす応力蓄積の状況を明らかにするために作成した応

力分布モデルをもとに、今後起こりうる大地震発生シナリオを作成した。さらに、作成した破壊シナ

リオの中から実現性の高いシナリオを選択することを目的に、経験的摩擦則とエネルギーバランスを

利用する基本手法の開発を開始した（防災科学技術研究所［課題番号：NIED02］）。 

 

イ．内陸地震の長期予測 

構造探査が行われた庄内-新庄測線周辺の精密数値標高モデルや既存の層序データに基づき、庄内

平野・新庄平野の伏在活断層における平均変位速度などのこの地域の活褶曲や伏在断層による長期間

地殻変動を推定した（東京大学地震研究所［課題番号：ERI_11］）。 

西南日本における沈み込み帯でのプレート間固着と上盤プレート内部の地震活動の関連性を明ら

かにするために、日本列島域の粘弾性を考慮した有限要素モデルを作成し、地殻変動データのインバ

ージョンにより、南西諸島海溝－南海トラフ沿いのすべり欠損速度分布を求めた。得られたすべり欠

損速度分布を用いて、有限要素モデルにより西南日本の震源断層におけるクーロン応力変化（ΔCFF）

を求めた。九州ではΔCFFが正の震源断層が多く、近年発生した３つのM7級地震の震源断層も正であ

った。これらの断層では、プレート境界での力学的作用により、破壊を促進する方向に応力がかかっ

ていることを意味している（東京大学地震研究所［課題番号：ERI_11］）。 

物理モデルと観測データの統合による地震規模を含む動的破壊過程予測手法の開発と検証のため

に、2018年北海道胆振東部地震を対象として解析を行った。本地震を選択したのは、余震分布と発震

機構の観測から示唆される震源の複雑性の効果を調べることを重視したためである。断層形状を余震

分布から広域応力場を事前の地震活動から拘束して、動力学的破壊シミュレーションを行った（図４）。

運動学的滑りインバージョン結果で推定された動的破壊過程と滑りの空間分布の主たる特徴が、シミ
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ュレーションにより再現されることが確認された。これは、それら動的パラメタが非平面的な断層形

状を反映した初期応力分布に強く依存したためと解釈される（東京大学大学院理学系研究科［課題番

号：UTS_02］、Hisakawa et al., 2020）。 

大地震が連発したり、大地震により周辺の地震活動度が変化した事例は多く、布田川―日奈久断層

帯での2016年熊本地震や米国東カリフォルニア剪断帯の2019年リッジクレスト地震はその一例であ

る。このような活動を予測するために速度および状態依存型クーロンモデルを改良し（図5a）、リッ

ジクレスト地震の地震活動に適用した。その結果、同地震の推移と周辺の地震活動を的確に説明する

ことができた（図5b）。特に、近傍の主要活断層帯であるガーロック断層やサンアンドレアス断層モ

ハベ区間で、地質学的長期評価と組み合わせることにより、より現実的な予測確率と確率利得を提示

することができた（京都大学防災研究所［課題番号：DPRI05］、Toda and Stein, 2020）。測地デー

タから内陸地震の発生ポテンシャルを評価するために、今年度は東日本を対象にSavage and 

Simpson(1997)の手法を用いてGNSS測地ひずみ速度をモーメント速度に換算し、内陸地震の発生確率

の試算を行った。ポアソン過程を仮定した場合の30年間に各0.2度グリッドでM6.8以上の内陸地震が

発生する確率は、日本海東縁〜新潟―神戸ひずみ集中帯、南関東・伊豆地方、奥羽脊梁山地沿いで1 %

を超え、高くなった（図６）（京都大学防災研究所［課題番号：DPRI05］）。 

  

（２）地殻活動モニタリングに基づく地震発生予測 

ア．プレート境界滑りの時空間変化の把握に基づく予測 

GNSSデータと時間依存のブロック断層解析手法を用いて、Loveless and Meade(2010)の断層形状に

基づいた全国の断層すべりの解析を行った。その結果、日向灘、豊後水道、四国中部、紀伊水道、志

摩半島でSSEを検出した。志摩半島では、SSE が2017年３月頃から2018年３月頃までと、2019年１月

頃から2020年４月頃まで発生した。四国中部では、2019年１月頃からSSEが始まり、2020年末に終息し

ている。紀伊水道でのSSEは、2019年４月頃から始まり、2020年末に終息している。2018年６月頃から

始まった日向灘北部SSEは2019年初めまでに豊後水道に移動し、2019年中頃に終息したが、2020年７

月頃から日向灘北部と南部で再び発生している事がわかった（国土地理院［課題番号：GSI_02］）。 

防災科学技術研究所では、MOWLAS等の観測データを用いた地殻活動モニタリングを継続するととも

に、その高度化に努めた。東北地方太平洋沖地震のような大規模な地震の発生を念頭に、即時震源パ

ラメタ解析システムAQUAの改良を行った。具体的には、一定規模以上の地震が発生したと判断された

場合、広帯域地震計に代えて速度型強震計のデータを解析対象とするとともに、断層破壊の継続時間

を考慮した解析パラメタに切り替える等の仕組みを導入した。その結果、東北地方太平洋沖地震の再

現では約７分後に低角逆断層型Mw8.6の解が得られたほか、リアルタイム処理でM7以上の４地震を適

切に処理することに成功した(防災科学技術研究所［課題番号：NIED02］、Kimura et al,. 2020)。S-

netデータを用いた高精度震源決定のため、S-net観測点周辺で実施されたマルチチャンネル反射法地

震データから観測点補正値を求めた。さらに、一次元速度構造と補正値に基づく震源位置を、稠密な

臨時海底地震観測により求められた震源位置と比較し、処理のルーティン化に向けた課題を抽出、検

討した(防災科学技術研究所［課題番号：NIED02］）。南海トラフ周辺地域を対象に、三次元地震波速

度構造を用いたセントロイドモーメントテンソル（CMT）解析を自動的に実施するためのシステム開

発を行った。スロー地震に関しては、S-netデータを用いた日本海溝沿いの低周波微動検知の自動処

理化に着手した。大地震発生後数時間程度の連続波形記録から、揺れの最大振幅の超過確率を用いる
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ことにより、その後の余震活動の推移を予測する手法を開発した。この手法は震源カタログを必要と

せず、単点の地震波形のみを用いることが大きな特徴である(防災科学技術研究所［課題番号：

NIED02］）。 

 

３．地震・火山噴火の災害誘因予測のための研究 

（１）地震・火山噴火の災害誘因の事前評価手法の高度化 

イ. 津波の事前評価手法 

南海トラフでのプレート境界巨大地震における津波シナリオを策定するために、震源域での滑り分

布の長期間の平均と考えられるプレート境界での滑り遅れ速度に比例する確率分布にもとづき、シナ

リオ地震の震源断層上の滑り分布をランダムに生成する手法を構築した（海洋研究開発機構［課題番

号：JAMS01］、Nakano et al., 2020）。 

 

５．計画を推進するための体制の整備 

（３） 研究基盤の開発・整備 

イ. 観測・解析技術の開発 

ノイズ変化に影響されないアクロス信号の振幅時間変化の評価手法の開発を行い、野島断層近傍に

おけるアクロスの観測に適用した。その結果、2000年鳥取県西部地震と2001年芸予地震の際に振幅が

小さくなったことが明らかになった。これらの地震時には地盤の地震波速度が減少し、Ｓ波の速度変

化に異方性があることが明らかになっていた（Ikuta et al., 2002）が、S波の振幅変化にも異方性

があり、鳥取県西部地震では速度と振幅の減少の大きな方向が一致していることがわかった。これら

の現象は、震動によってクラックが開き、地盤の減衰が増大したことで統一的に説明できる。以上の

ことから、アクロス信号の振幅を用いて地震時の地盤による減衰や異方性の変化のモニタリングが可

能であることが示された（名古屋大学［課題番号：NGY_04］）。 

海域に拡充された地震観測網によって取得した地震波形データの評価を行った。日本海溝海底地震

津波観測網（S-net）等のインライン型の海底観測網では、約3 Hz以上の周波数帯域において、観測波

形に筐体の固有振動が含まれることを確認するとともに、この事象の特徴精査、原因の考察を行った

(防災科学技術研究所［課題番号：NIED02］、Sawazaki et al., 2020)。海底圧力計記録に関しては、

2010年チリ地震時の地震計データとの比較検討を通じ、海底圧力計が地震による表面波（レイリー波）

およびその分散性を明瞭に観測する能力があることを示した（防災科学技術研究所［課題番号：

NIED02］、Kubota et al., 2020）。 

 

これまでの課題と今後の展望 

２年目を迎える本計画において「地震（長期予測）」計画推進部会に所属する各課題では、最終的

なアウトプットが地震調査研究推進本部の長期評価の高度化に貢献することを目標として、個々の研

究が実施された。今年度はコロナ禍のため、特にフィールドでの調査が大きく制限され、計画通りに

研究を進められなかった課題もあるが、その分、室内での分析や考察、定常観測網のデータや過去に

取得されたデータを用いた解析、数値実験に基づく解析などが進められ、予定以上の成果も挙がって

いる。その中でも、地質痕跡から過去に発生した大地震を明らかにするだけでなく、過去に発生した

津波・地震の規模の上限値を制約する研究が、琉球諸島中部における沿岸巨礫を用いた解析や日向灘
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沿岸地域における津波堆積物の調査に基づいて行われていることは、該当地域での長期予測において

重要な知見を提供するものである。また、海底地殻変動観測により南西諸島域におけるデータの蓄積

により、島嶼部とは速度場が異なっていることがほぼ確実になってきており、この地域の地震発生ポ

テンシャルを示す重要なデータである。 

GNSSデータを用いたプレート間の固着、SSEなどのすべりのモニタリングについても着実に高度化

が進められている。地下の断層すべりによって生じる地表での地殻変動については、均質半無限弾性

体を仮定した研究が広く行われてきたが、観測精度の向上や海域などの断層近傍での観測が増えるに

つれ、地下構造の不均質や地形の影響は無視できなくなりつつある。今年度の成果として、地下構造

の不確定性を考慮したインバージョン手法が提案されたり、南海トラフや日本海溝域での地下構造を

考慮した地表地殻変動の数値ライブラリーが公開され、各研究者が比較的簡便に不均質の影響を考慮

した解析ができるような環境が整備されつつあることは、モニタリングの高度化においても大きく貢

献する研究である。 

本計画の重点的な観測研究と位置づけられている新たな長期予測手法については、前年度から引き

続き、GNSS等によって観測された地殻変動データから試算された内陸地震の発生確率が、歴史地震や

最近100年間の背景地震活動度と比較され、整合的な地域とそうでない地域があることがわかってき

た。地殻変動データなどを用いた新たな長期予測の実用化には、まだ多くの課題が残されているが、

少なくとも定量的な試算と過去の地震活動との比較が本部会も協力して組織的に実施されているこ

とは特筆すべきであろう。また、地震等による応力変化を地震活動予測に組み入れた予測手法は、実

際の地震活動に合わせてパラメータを調整することにより、実際の地震活動が良く説明できることが

示されており、今後さらに実用化に向けた研究が進められるべきである。物理モデルと観測データに

基づいた応力分布などを用いて、実際に発生した地震の震源過程を説明する研究やエネルギーバラン

スから巨大地震の発生シナリオを制約する研究も確実な成果を挙げており、来年度以降も研究を継続

することにより、長期予測手法の高度化に貢献することが期待できる。 
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図１. 2016 年熊本地震で地表地震断層が現れた御舟町高木トレンチにおける布田川・日奈久断層帯

との連動性（予察）（名古屋大学［課題番号：NGY_03］） 
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(a) 

 

(b) 

 

図２. 東北日本を横断する構造探査(令和元年度実施)の陸域部の測線と地殻浅部の暫定速度構造モ

デル（東京大学地震研究所［課題番号：ERI_11］） 

(a) 測線図。ダイナマイト発震点と震源車による多重発震点をそれぞれ赤と黄・青の星印で示した。

(b) 波線追跡法で求めた暫定Ｐ波速度構造モデル。図上部の逆三角印は発震点位置を示す。緑：ダイ

ナマイト発震点。赤及び青：震源車多重発震。 
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図３. 日本海及び沿岸地域における震源断層の矩形モデル（東京大学地震研究所［課題番号：ERI_11］、

佐藤・他, 2020） 

関東地域はIshiyama et al.(2013)による。 
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図４. 2018年胆振東部地震の動的破壊シミュレーション（東京大学理学系研究科［課題番号：UTS_05］、

Hisakawa et al., 2020） 

滑り量の２秒ごとのスナップショットと滑り角の空間分布（右下）。断層傾斜が高角となっている断

層深部の滑りが抑制され、断層走向が変化している中部の滑り角が変化しているが、運動学的な滑り

インバージョン結果と調和的である。 
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(a)     (b) 

  
図５. 2019年リッジクレスト地震に適用した応力変化―地震応答予測手法と予測結果（京都大学防災

研究所［課題番号：DPRI05］、Toda and Stein,2020） 

(a) 予測手法の概念図。常時活動時の個々の地震レートを基準として（１段目のｒ）それぞれのメカ

ニズム解節面へのクーロン応力変化を計算し（２段目）、Dieterich(1994)の速度および状態依存則か

ら個々に直接レート変化（R）を求め、空間スムージングによって地震活動変化をマッピングする（４

段目）。 

(b) リッジクレスト地震後６ヵ月間の予測（カラースケール）と観測された地震（青点）。予測と観

測された地震の分布は概ね整合する。GFはガーロック断層帯のうち、地震活動が活発化した区間。 
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図６. 東日本のGNSSデータに基づく30年間にM6.8以上の内陸地震が発生する確率の試算例（京都大学

防災研究所［課題番号：DPRI05］） 

カラースケールは、0.2°毎のグリッドにおける発生確率を表す。用いたGNSSデータの期間は、2005年

５月-2008年４月。 


